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1１．令和３年度 テレワーク普及展開推進事業

【事業概要】
 ＩＣＴを利⽤し、時間や場所を有効に活⽤できる柔軟な働き⽅であるテレワークの普及展開・定着を更に推進する

ため、専⾨家による相談対応や全国的な導⼊⽀援体制の整備、 「テレワーク・デイズ」等によるテレワークの呼びか
け、先進事例の収集及び表彰、セミナーの開催等を実施するとともに、コミュニケーションやマネジメントといった課題
を解決するため新たな検討を⾏い、良質なテレワークの定着に向けて新たな検討を⾏う。

 具体的には、①テレワーク・サポートネットワーク事業、②テレワークマネージャー相談事業、③テレワーク・デイズ、
④テレワーク先駆者百選を実施予定。

 テレワークが全国に根付くよう、
「テレワーク・デイズ」等の取組に
より、継続したテレワーク推進の
呼びかけ、情報提供の強化等を
実施。

「テレワーク・デイズ」等による広報

テレワーク・デイズ2021 ポスター

デイズ集中実施⽇にお
ける勤務地別通勤者
減少量 (23区)

先進企業・団体の事例収集・表彰
 テレワークを先進的に実施している

企業・団体の事例を収集し、
「テレワーク先駆者百選」の選定や
「総務⼤⾂賞」の表彰を実施。 テレワーク先駆者

百選ロゴ

セミナーの開催
 全国の企業・団体のテレワーク導⼊のため、テレワークサポート

ネットワークの⽀援を通じて、総合通信局等や⾃治体主催による
セミナーを開催（R2年度はセミナー及び相談会を434回実施）。

 全国各地の中⼩企業等へのテレワーク普及促進のため、
各地域における中⼩企業⽀援の担い⼿となる団体の
既存窓⼝にテレワーク普及の担い⼿機能を付加し、
「テレワーク・サポートネットワーク」として、テレワーク普及
活動に必要となる費⽤・ノウハウ等を⽀援

 テレワーク導⼊を検討する企業等に対し、専⾨家
（テレワークマネージャー）が無料でテレワークの導⼊に
関するアドバイス（システム、セキュリティ等）を実施。

テレワーク・サポートネットワークの機能イメージ

中⼩企業・地域へのテレワーク普及拡⼤



2１－① テレワーク・サポートネットワーク事業

 全国各地の中⼩企業等へのテレワーク普及促進のため、各地域における中⼩企業⽀援の担い⼿となる主体
と連携し、これら団体の既存の窓⼝を「テレワーク・サポートネットワーク」として設定。

⇒ これら窓⼝に、テレワークの導⼊について事業者を⽀援する機能を担っていただくとともに、
当該地域内において、テレワーク相談の相互連携ができるネットワーク機能を果たしていただくことを想定。

 サポートネットワークとして設定された窓⼝に対して、事務局となる全国機関(事業の受託者)を通じ、
テレワーク普及活動に必要となる費⽤・ノウハウ等を⽀援(チラシ・ポスター等の印刷やセミナー開催、
専⾨家派遣の費⽤の⽀援、コンテンツ提供など)。

テ レ ワ ー ク ・ サ ポ ー ト ネット ワ ー ク
（ 全 国 の 社 労 ⼠ 会 、 商 ⼯ 会 議 所 等 ）

テレワーク普及活動に必要となる費
用・ノウハウ等を支援

事務局
（全国機関）

中⼩企業を⽀援する団体の
既存窓⼝

 事務局は、窓⼝として登録され
た258団体と連携。

（商工会議所135 / 社会保険労務

士会47 等）

 R2年度は、
セミナー299回
（現地開催106回/オンライン193回）、
相談会135回
（現地開催47回/オンライン88回）

の、計434回実施し、
のべ4,687名が参加。
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 2021年８⽉末時点で、裾野拡⼤セミナーを14回開催し、456名が参加、導⼊促進セミナーを47回
開催し、575名が参加。

 2021年9⽉以降、裾野拡⼤セミナーを23回、導⼊促進セミナーを97回（計120回）の開催を予定
しており、⽬標180回を達成する⾒込み。

【セミナーの開催実績及び開催予定数】

（単位︓回） ⽬標 実績 予定
4 ⽉ 5 ⽉ 6 ⽉ 7 ⽉ 8 ⽉ 9⽉ 10⽉ 11⽉ 12⽉ 1⽉ 2⽉ 3⽉

計 180 61 0 1 10 26 24 120
裾野拡⼤セミナー

（非定型）※1
20 14 0 1 2 6 ５ 23

導⼊促進セミナー
（定型）※2

160 47 0 0 8 20 19 97

（単位︓⼈） 実績
4⽉ 5⽉ 6⽉ 7⽉ 8⽉ 9⽉ 10⽉ 11⽉ 12⽉ 1⽉ 2⽉ 3⽉

計 1,031 0 130 204 393 304
裾野拡⼤セミナー

（非定型）
456 0 0 126 167 163

導⼊促進セミナー
（定型）

575 0 130 78 226 141

【セミナーの参加⼈数】

１－① テレワーク・サポートネットワークの取組状況（2021年8月末）



4１－② テレワークマネージャー相談事業

 テレワーク導⼊を検討する企業等に対し、
専⾨家が無料でテレワークの導⼊に関する
アドバイス（システム、セキュリティ等）を実施。

 これまでに実施した相談対応の結果を事例集として
取りまとめ、事業Webサイトで公表。

 新型コロナウイルス感染症拡⼤防⽌の観点から、
テレワークの⼀層の導⼊の促進・定着を図る。
 テレワークマネージャー登録数

（R3年度当初：94名）

総
務
省

専⾨家

企
業
・
⾃
治
体
等

申請

無料で相談対応

事
務
局

■R2年度相談件数︓664件 [R1年度:235件] 
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 ８⽉は新規申請承認件数が７件、相談実施実績件数が13件となり、⽀援件数の減少傾向。
 2021年８⽉末時点で、相談対応実績件数81件の状況。今後の相談予定件数は7件を予定。

【実施実績】

（単位︓件数） ⽬標 実績 予定
4⽉ 5⽉ 6⽉ 7⽉ 8⽉ 9⽉ 10⽉ 11⽉ 12⽉ 1⽉ 2⽉ 3⽉

新規申請 ━ 49 11 11 14 6 7 ━
相談対応 ※ 300 81 ９ 20 19 20 13 7

※ 企業及びテレワークマネージャーの報告書が提出された時点で実績カウントすることから、月次報告時点から変動する場合があります。

【地域別相談申請件数】 ※相談対応⽇程調整中も含む (  )︓前⽉差分

北海道 東北 関東 信越 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州・沖縄
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1－② テレワークマネージャー相談事業の取組状況（2021年8月末時点）
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実施年 2017 2018 2019 2020 2021
ポスター

実施期間 7/24 7/24＋1⽇以上
（23⽇〜27⽇の間）

7/22〜9/6の間で5⽇
以上実施を呼びかけ

期間を限定せず、継続し
たテレワーク推進の呼び
かけ

7/19〜9/5の間で実施
⽇数を問わず実施を呼び
かけ

参加数 ・約950団体
・6.3万⼈

・1,682団体
・30.2万⼈

・2,887団体
・約68万⼈

・186団体
・約25万⼈

・1,531団体
・約94万⼈

※実施予定人数・実数は集計中

2020年東京オリンピック・パラリンピック競技⼤会では、国内外から観光客等が集まり、
交通混雑が予想される。テレワークは混雑回避にも寄与。

※ ロンドン⼤会では、企業の約8割がテレワークや休暇取得などの対応を⾏い、市内の混雑を解消

2017年から、2020年東京オリンピック開会式が予定されていた7⽉24⽇を
「テレワーク・デイ」と設定し、企業等による全国⼀⻫のテレワーク実施を呼びかけ。

①柔軟な働き⽅を実現するテレワークの全国的な推進。
②2020年東京オリンピック・パラリンピック競技⼤会の交通混緩和。

背 景

目 的

実施内容

主催・共催
【主催】総務省、厚⽣労働省、国⼟交通省、内閣官房、内閣府
【共催】東京都、⽇本経済団体連合会、⽇本商⼯会議所、東京商⼯会議所、⽇本テレワーク協会

１－③ テレワーク・デイズ

【実績】



7１－③ テレワーク・デイズ2021 参加団体結果等

実施団体 1,161社・団体
特別協⼒団体 117社・団体

応援団体 253社・団体

参加企業・団体数

特別協⼒団体 23.0万⼈（1社・団体平均︓約1,969⼈）

実施団体 70.４万⼈（1社・団体平均︓約606⼈）

参加者数

3
6
8
9
12
13
15
17
43
48
50
74
74
98
110

193
388

1
1
3

1

1
7

7
2
1

7
2

15
6

16
47

0 100 200 300 400 500

宿泊業、飲⾷サービス業
電気・ガス・熱供給・⽔道業
⽣活関連サービス業、娯楽業

運輸業、郵便業
医療・福祉

複合サービス事業
教育、学習支援業

不動産業、物品賃貸業
建設業

金融業、保険業
分類不能の産業
卸売業、小売業

公務（他に分類されるものを除く）
製造業

学術研究、専⾨・技術サービス業
サービス業
情報通信業

実施団体 特別協力団体

情報通信業
34%

サービス業
16%

学術研究、専⾨・
技術サービス業

9%

製造業
9%

卸売業、小売業

6%

公務（他に分類さ
れるものを除く）

6%

分類不能の産業
4%

建設業
4%

金融業、保険業

4%
その他
8%

業種別
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 7/19(⽉)〜9/5(⽇)の実施期間において、1,531団体、約93.3万⼈が参加。
 実施団体と特別協⼒団体の合計1,278団体では、1社・団体平均で約730⼈が参加。
 業種別では情報通信業435団体（34％）が最多。サービス業209団体（16％）と続く。
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第１部 「テレワーク・デイズ終了報告会」
「テレワーク・デイズ」実施結果報告
テレワーク・デイズ実施企業プレゼンテーション

第２部 「これからの⽇本型テレワーク・ワーケーションを考える（仮称）」
「ポストコロナ」時代におけるテレワークの在り⽅検討TF提⾔書の説明
トークセッション・これからのワーケーション

等

令和３年11⽉26⽇（⾦）14:00 〜 16:00（予定）
※オンラインによる開催

 「テレワーク・デイズ」は東京オリンピック・パラリンピック競技⼤会期間中の混雑緩和と
テレワークの全国的な推進を⽬的として2017年より実施してきたところ、⼤会も閉会した
こと等から「テレワーク・デイズ」は今年度で終了とする。

 終了にあたり、「テレワーク・デイズ2021」の結果報告や、「⽇本型テレワーク」
「ワーケーション」等の今後のテレワークの在り⽅を提⽰するイベントを開催することにより、
次年度以降の更なるテレワークの普及拡⼤に繋げることとする。

テレワーク・デイズ特別イベント︓ポストコロナの働き⽅「⽇本型テレワークを考える」

１－③ テレワーク・デイズ報告会について（案）

⾏事名

⽬的

⽇時

内容
（案）

8



9１－④ テレワーク先駆者百選

 テレワークの導⼊・活⽤を進めている企業・団体を「テレワーク先駆者」として、
さらに⼗分な利⽤実績等が認められる場合に「テレワーク先駆者百選」として選定・公表。

 「テレワーク先駆者百選」のうち、特に優れた取組には総務⼤⾂賞を授与。
 令和３年11⽉30⽇（⽕）「輝くテレワーク賞」（厚⽣労働省）とともに表彰式予定。

テレワーク先駆者

テレワーク
先駆者百選

総務
⼤⾂賞

特に優れた取組である
経営⾯での成果、ICTの利活⽤、地⽅創⽣の取組等を総合的に判断

⼗分な利⽤実績がある
対象従業員が常時雇⽤する⼈の25％以上（⼩規模事業者※は50％以上）、
対象従業員の50%以上⼜は100⼈以上が実施、
実施者全体の平均実施⽇数が⽉平均4⽇以上 など

※ 中⼩企業基本法の定義（製造業その他︓従業員20⼈以下、商業・サービス業︓従業員 5⼈以下）による。

テレワークによる勤務制度が整っている
過去1年での労働関係法令等の重⼤な違反がない
テレワークが就業規則の本則もしくは個別の規程等に定められ、実際に⾏っている

百選以上にロゴを付与

年度 総務⼤⾂賞 テレワーク先駆者
百選選定数

令和2年度 江崎グリコ(株) / (株)キャスター / チューリッヒ保険会社 / 富⼠通(株) / ⼋尾トーヨー住器(株) 60
同元年度 アフラック⽣命保険(株) / シックス・アパート(株) / 明豊ファシリティワークス(株) / リコージャパン(株) 32

平成30年度 向洋電機⼟⽊(株) / ⽇本ユニシス(株) / フジ住宅(株) / 三井住友海上⽕災保険(株) / (株)WORK SMILE LABO 36
同29年度 (株)NTTドコモ / (株)沖ワークウェル / ⼤同⽣命保険(株) / ⽇本マイクロソフト(株) / ネットワンシステムズ(株) 41
同28年度 サイボウズ(株) / (株)ブイキューブ / 明治安⽥⽣命保険相互会社 / ヤフー(株) 42
同27年度 ― 36
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令和２年度 『働く、が変わる』テレワークイベント

【各種イベントの開催】
 テレワーク推進フォーラム 産官学連携セミナー
・⽇時︓11⽉2⽇（⽕）開催
・内容︓産官学の代表による講演をオンラインとリアル会場のハイブリット形式で実施
 テレワーク・デイズ報告会
・⽇時︓11⽉26⽇（⾦）開催（予定）
・内容︓第１部︓テレワーク・デイズ終了報告会、第２部︓「これからのテレワークを考える（仮称）」トークセッション
 『働く、が変わる』テレワークイベント
・⽇時︓11⽉30⽇（⽕） ・内容︓テレワーク先駆者百選総務⼤⾂賞、輝くテレワーク賞（厚労省）

【周知活動】
 関係府省による共同⽂書の発出
・経済団体、都道府県、政令指定都市等に「テレワーク⽉間」の協⼒依頼を発出
 ポスター掲⽰

駅構内、イベント会場等に「テレワーク⽉間」周知ポスターを掲⽰

令和3年度の取組内容（予定）

令和３年度テレワーク⽉間 周知ポスター

１－④ テレワーク月間（11月）について

 テレワーク推進フォーラム※では、平成27年から11⽉を「テレワーク⽉間」と設定。
※ 総務省、厚生労働省、経済産業省及び国土交通省の呼びかけにより平成17年11月に設立された産学官のテレワーク推進団体）

 関係府省及びテレワーク推進フォーラムにおいて、⽉間中に、テレワークの普及促進に向けたセミナー・
イベント等を集中的に実施。
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 新型コロナウイルス感染症への対応⽅策として、多くの⺠間企業・団体がテレワークを経験した結果、
マネジメント・コミュニケーション・⽣産性低下といった課題が表⾯化したことを踏まえ、⺠間企業・団体に
よる⾃発的なテレワークを促進するため、テレワークの「質」にフォーカスし、テレワークの導⼊推進及び導⼊
後の確実な「定着」に向けた施策を実施。 【R４要求額：3.0億円（Ｒ３年度：2.6億円）】

テレワーク⽉間ロゴ

テレワーク先駆者
百選ロゴ

【これまでの取組・現状】
 テレワークが全国に根付くよう、「テレワーク・デイズ」等の取組

により、継続したテレワーク推進の呼びかけ、情報提供の強化
等を実施。

 テレワークの先進事例を収集し、「テレワーク先駆者百選」の
選定や「総務⼤⾂賞」の表彰を実施するほか、企業向けの
導⼊セミナーを全国で開催。

 全国の中⼩企業等へのテレワーク普及のため、各地域に
おける中⼩企業⽀援団体（商⼯会議所、社労⼠会等）と
連携し、テレワークサポート体制を整備（テレワーク・サポート
ネットワーク事業）。

 テレワーク導⼊を検討する企業等に対し、専⾨家が無料で
相談に応じ、システム・情報セキュリティ等テレワークの導⼊に
関するアドバイスを実施（テレワークマネージャー相談事業）。

【R４年度における⽬標・成果イメージ】
 厚労省事業と統合し、テレワークのワンストップ相談窓⼝の

設⽴、地⽅での⽀援活性化のために地域センターの設置や
地域における相談窓⼝を開設し、テレワークの相談を⾏い
やすくし、テレワークの導⼊を促進させる。
（テレワーク・マネージャー相談事業、テレワーク・サポートネット
ワーク→テレワーク・ワンストップ・サポート事業（仮称））。

 企業・団体におけるテレワークへの取組⽅針を評価する制度の
創設について検討を⾏い良質なテレワークを促進する。

 テレワークの先進事例を収集し、「テレワーク先駆者百選」の
選定や「総務⼤⾂賞」の表彰を実施するほか、企業向けの
導⼊セミナーを全国で開催（テレワーク⽉間の充実）。

２．総務省 R４年度予算概算要求「テレワーク普及展開推進事業」


